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[番組名]群馬テレビ「ビジネスジャーナル」 
[放送日]２０２３年４月２１日 
[テーマ]日銀短観でみる県内経済の足取り 
 

 

（キャスター）   コメンテータに専門分野のお話をうかがう『プラスオピニオン』のコー

ナーです。日本銀行前橋支店長の肥後秀明さんに『日銀短観でみる県内経

済の足取り』というテーマでお話をうかがいます。よろしくお願いします。 

 

（肥後支店長）   よろしくお願いします。日本銀行では、4月3日に「企業短期経済観測

調査」――いわゆる日銀短観――を公表しました。日銀短観は、３か月に

一度行っている調査で、全国では約1万社を対象に業況感や売上高などの

事業計画を調査しています。本日は、群馬県内の約２００社を調査した結

果をご説明したいと思います。 

 

（キャスター）  前回の調査は昨年12月でしたよね。 

 

（肥後支店長）  はい。こちらをご覧ください。 

 

 

 

 

 



2 
 

 

（肥後支店長）  前回調査の12月から今回調査の３月までを振り返りますと、欧米では

中央銀行がインフレの抑制を目的として政策金利を引き上げる動きが続き

ました。一方、中国では１月にゼロコロナ政策が撤廃されて混乱が強まっ

た場面がみられました。国内では、昨年末から年初にかけて新型コロナウ

ィルスの感染第8波と呼ばれる状況になりました。また、この間、原材料

価格や光熱費の上昇が続いたほか、自動車向けを中心に半導体部品が不足

する状態が続きました。 

 

（キャスター）  そのような中で行った今回の日銀短観では、どのような特徴がみられ

たんでしょうか。 

 

（肥後支店長）  はい。こちらをご覧ください。 

 

 

 

（肥後支店長）  これは、景気が「良い」と答えた企業の割合から、「悪い」と答えた

企業の割合を引いた、業況判断ＤＩという指標です。この数値が大きくな

るほど、企業の景況感は改善していることを示しています。 

  太線の丸印で示した全産業は、前回の2022年12月調査から変わらず横

ばいとなりましたが、黒三角印の非製造業は、2020年３月の調査以来、３

年振りにゼロを上回る水準にまで改善しました。一方、白抜きの四角印で

示した製造業は悪化が続き、非製造業とは逆の動きとなりました。 
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（キャスター）  業況判断が悪化した製造業と、改善した非製造業の違いを詳しく教え

て頂けますか。 

 

（肥後支店長）   はい。次のフリップをご覧ください。 

 

 

 

（肥後支店長）  左側に業況判断ＤＩの変化、右側にその理由を記載しています。製造業

のＤＩは、前回のマイナス１４から、今回はマイナス２４と、１０ポイン

ト悪化しました。海外経済減速の影響から半導体関連の需要が減少したこ

とが背景ですので、欧米での金融引き締めや中国経済の減速がマイナス方

向で作用したと言えます。 

一方、非製造業は、前回の０から今回はプラス９と、９ポイント改善し

ました。感染症の影響が和らいだことにより、求人情報や企業の広告掲載

が増えたほか、宿泊業では宿泊客数が持ち直しています。年始以降、新型

コロナの感染者数が徐々に減少し、経済活動が活発になったことが業況感

の改善に繋がったと言えます。 

 

（キャスター）  先行きについて、企業はどのようにみているんでしょうか。 
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（肥後支店長）  はい。こちらをご覧ください。 

 

 

 

（肥後支店長）  製造業では、今回のマイナス２４から先行きはマイナス１３と、１１

ポイント改善する見込みとなっています。これは中国経済の回復による半

導体需要の増加や、自動車の挽回生産に期待する先が見られているためで

す。 

一方、非製造業は、今回のプラス９から先行きは０と、９ポイントの

悪化を予想しています。これは、年度末を越えると求人募集が落ち着くと

の見方や、光熱費の上昇による収益圧迫を懸念する見方があることが背景

です。 

 

（キャスター）  こうした状況のもとで、企業の事業計画にはどのような影響があるん

でしょうか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



5 
 

 

（肥後支店長）  はい。こちらをご覧下さい。 

 

 

 

（肥後支店長）  2022年度の売上高の実績見込みは、自動車の減産や半導体需要の減少

により、前回調査からマイナス１．７％の下方修正となりました。 

一方、経常利益は為替円安の押し上げ効果や、価格転嫁が進んだとす

る先があったため上方修正されました。 

前年比でみれば、売上高・経常利益ともに二桁の増加となっています

ので、こうした業況を背景に、設備投資計画も前年を２割程上回って着地

する見込みです。 

 

（キャスター）  2023年度の事業計画はいかがでしょうか。 
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（肥後支店長）  はい。次のフリップをご覧下さい。 

 

 

 

（肥後支店長）  2023年度の売上高は、前年比プラス 2.2％の緩やかな増収計画となっ

ています。これは自動車生産の回復期待に加え、新型コロナが５類感染症

に移行されることに伴って、外食需要が増加するとの見方があるためで

す。 

一方、経常利益については、前年比マイナス 5.6％の減益となる計画で

す。これは、原材料・エネルギー価格が依然として高い水準にある中で、

販売価格の引き上げが難しいという先がみられているためです。 

もっとも、こうした厳し目の収益計画のもとでも、設備投資は自動車や

小売を中心に、前年比プラス 14.2％と二桁増の計画となっており、設備投

資が県内景気を下支えする効果が引き続き期待できます。 

 

（キャスター）  それでは、最後に今回の短観結果と今後のポイントについてまとめてい

ただけますか。 

 

 

（肥後支店長）  はい、今回の短観では、新型コロナ感染症の影響が和らいだことを背景

に、非製造業を中心に業況が改善したことは、良い結果だったと思ってい

ます。一方、製造業については、欧米や中国の経済減速の影響がみられ始

めているので、今後の海外経済の動向については、細心の注意が必要と考

えています。 

また、国内では物価上昇が続いていますので、これが今後も継続するか、

また企業にとっては販売価格に転嫁できるかがポイントになります。 
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（肥後支店長） こちらをご覧ください。 

 

 

 

（肥後支店長）  このグラフは、企業の仕入価格と販売価格について、「上昇」と回答し

た企業の割合から、「下落」と回答した企業の割合を引いたＤＩの推移です。

数字が大きいほど「上昇」の動きが強いことを示しています。 

黒三角印の仕入価格ＤＩは、７６をピークに下がり始め、今回は６９、

先行きは６０まで低下する見込みです。引き続き多くの企業で仕入価格が

上昇していることを示していますが、その勢いは徐々に弱くなっています。 

一方、白抜きの丸印で示した販売価格ＤＩは３０台で横ばいになってい

ますので、仕入価格ＤＩとの差の分だけ、価格転嫁ができない企業がある

と言えます。仕入価格の上昇が落ち着くかどうか、また、販売価格への転

嫁が進むかどうか、という点が今後のポイントと言えるでしょう。 

 

 

（キャスター）  『プラスオピニオン』、「日銀短観でみる県内経済の足取り」をテーマ

に、日本銀行前橋支店長の肥後秀明さんにお話をうかがいました。ありが

とうございました。 

 

（肥後支店長）  ありがとうございました。 

以  上  


